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低未利用土地等の譲渡に係る所得税及び個人住民税の特例措置 

（長期譲渡所得の１００万円控除）に係る確認書の発行について 

 

１．制度の概要 

 令和２年度税制改正により、個人が、令和２年７月１日から令和７年１２月３１日までの間に、土

地とその上物の取引額の合計が５００万円以下（一定の場合には８００万円）で、下記に示す特例措

置の適用対象となる譲渡の要件を満たした低未利用土地等を譲渡した場合、長期譲渡所得から１００

万円が控除されます。 

 白老町内の低未利用土地等を譲渡した方が、この特例措置を受けるため、確定申告書に添付する「低

未利用土地等確認書」の交付を受けるには、白老町政策推進課に申請してください。 

詳しくは以下の要件、必要書類等をご確認ください。 

 

※低未利用土地等とは 

  都市計画区域内にある土地基本法第１３条第４項に規定する低未利用土地（居住の用、業務の用

その他の用途に供されておらず、又はその利用の程度がその周辺の地域における同一の用途若し

くはこれに類する用途に供されている土地の利用の程度に比し著しく劣っていると認められる土

地）又は当該低未利用土地の上に存する権利 

 

２．特例措置の適用対象となる譲渡の要件 

(1) 譲渡した者が個人であること。 

(2) 低未利用土地等であり、確認書の交付を受けた土地等であること。 

  （土地の上に借地権等がある場合は、税務署に適用の可否について確認が必要。） 

(3) 譲渡の年の１月１日において所有期間が５年を超えるものの譲渡であること。 

(4) 当該個人がその年中に譲渡をした低未利用土地等の全部又は一部について租税特別措置法第

３３条から第３３条の３まで、第３６条の２、第３６条の５、第３７条、第３７条の４又は第

３７条の８に規定する税の特例措置の適用を受けないこと。 

(5) 租税特別措置法施行令第２３条の２第１項に規定する当該個人の配偶者や血縁者、当該個人と

生計を一にする等、特別の関係がある者への譲渡でないこと。 

(6) 低未利用土地等及びその上にある資産の譲渡の対価の額の合計が、次に掲げる金額以下である

こと。 

ア 市街化区域内に所在する土地 … ８００万円 

イ その他の区域に所在する土地 … ５００万円（都市計画区域外の土地は対象外） 

※令和４年１２月３１日までの譲渡の場合は、一律５００万円以下 

(7) 当該低未利用土地等の譲渡について所得税法第５８条又は租税特別措置法第３３条の４若し

くは第３４条から第３５条の２までに規定する特例措置の適用を受けないこと。 

(8)  一筆であった土地からその年の前年又は前々年に分筆された土地又は当該土地の上に存する権

利の譲渡を前年又は前々年中にした場合において、本特例措置の適用を受けていないこと。 
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※特例措置の適用対象となる譲渡要件の詳細（各法令の条文の適用）等については、管轄の税務

署へお問合せください。 

 （白老町の確認書の交付を受けた場合でも、本特例措置を受けられない場合があります。） 

 

３．「低未利用土地等確認書」の交付に必要な書類 

１ 低未利用土地等確認申請書（別記様式①‐1） 

２ 売買契約書の写し 

３ 

以下のいずれかの書類 

 ⅰ 空き家バンクへの登録が確認できる書類 

 ⅱ 宅地建物取引業者が、現況更地・空き家・空き店舗である旨を表示した広告 

 ⅲ 電気、水道、ガスの使用中止日が確認できる書類 

  （中止日が売買契約よりも１ヶ月以上前であること） 

【上記のいずれも提出できない場合】 

 ⅳ その他要件を満たすことを容易に認めることができる書類 

   別記様式①‐２（低未利用土地等の譲渡前の利用について） 

４ 

以下のいずれかの書類 

 ⅰ 別記様式②‐１（宅地建物取引業者の仲介により譲渡した場合） 

※仲介した宅地建物取引業者が記入し、買主による記名があること 

 ⅱ 別記様式②‐２（宅地建物取引業者を介さず相対取引にて譲渡した場合） 

※買主が記入すること 

【上記のいずれも提出できない場合】 

 ⅲ 別記様式③（宅地建物取引業者が譲渡後の利用について確認した場合） 

     ※宅地建物取引業者が記入すること 

５ 申請のあった土地等に係る登記事項証明書 

６ 

委任状（代理人が申請する場合） 

※代理人の本人確認のため、身分証明書（運転免許証等、法人社員として受任する場合は

社員証等の当該法人に所属していることがわかるもの）を窓口で提示してください（名

刺は不可）。 

※郵便で申請する場合は、身分証明書の写しを添付してください。 
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４．手続きの流れ 

 ・申請受付から確認書交付まで一週間程度要します（即日交付は対応いたしかねます）。 

 ・交付を郵便で希望される場合は、返信用切手を添付した封筒（郵便番号、住所、氏名を記入）を

同封してください。 

 ・郵便料金に不足が生じる可能性がある場合は、「不足分受取人払」とさせて頂きます。 

 ・添付書類は返送いたしませんので、必要に応じてあらかじめ控えをお取りください。 

 

５．申請・問合せ先 

  白老町 政策推進課 都市企画グループ 

  電話番号：０１４４－８２－８２１３ 

Ｆ Ａ Ｘ：０１４４－８２－４３９１ 

  住所：〒059-0995 北海道白老郡白老町大町１丁目１番１号 

  受付時間：月曜日から金曜日の午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（祝日、年末年始を除く。） 

（申請は政策推進課の窓口及び郵送で受付いたします。） 


